＜広報課の自主媒体の強化（新規・既存）＞

	若者をターゲットにした広報媒体作成


1. 現状の課題

· 現在、ローソンラックなどで配備しているリーフレットは、１ヶ月で約20%程度しか、手にとられておらず、「わざわざ手に取る」媒体を作成しなければ、府民に必要な情報は届かない。

· 各部局で、個別に制作しているリーフレット類は１００種類以上を越えているが、それらを効果的に配布する拠点・接点が少ない。

· 現在の府政だよりは、３００万部以上の配布実績を持ち、伝えなければいけない府政情報を府民に広く、等しく伝える役割を担っているが、反面、総花的になりがちで、一つ一つの情報を深く、魅力的に伝えることができない。また、新聞を購読していない層が増えており、その層へのアプローチが必要である。

· コミュニティ紙へパブリシティ活動を行っているが、無料でのお願いベースで、結果が確約されていない。

2. 現状の取り組み

· ローソンラックなどの広報拠点の拡大

· コミュニティ紙へのパブリシティ活動

3. 目的と方向性

· 府政情報に触れる拠点を拡大させ、いろんなところで府政情報に触れる機会を作る。

· ターゲットを若年層（新聞を読まない層）に絞り、より「手にとってもらえる」可能性の高い魅力的な情報誌（媒体）を作成することで、より効果的・効率的に府政情報を発信する。

4. 事業の内容

1 情報誌の編集・発行

· 年2回発行Ａ４サイズ、１６ページ

· 20～30代

· 内容例

1-2ｐ　　　　表紙・巻頭・目次

3-7ｐ　　　　特集ページ若年層向けの情報発信（学び・働くなど）

8-9ｐ　　　　大阪府庁のお仕事紹介

10-11p　　　大阪の魅力発信（大阪の都市・大阪の食）

12-13p　　　大阪OL座談会（大阪は今！）

14-16p　　　公園・文化施設・講演などのイベント紹介
	府政だより
	多くの人に、広く浅く、できるかぎり多くの情報を伝える媒体。情報の入り口・きっかけ
	新聞

	情報誌
	ターゲット層が、自発的に情報を取ろうと思える媒体。

より、深くテーマに切り込み、わかりやすく伝えることが目的。
	雑誌


2 情報誌の配布

· 約1000箇所（商圏1万人＝コンビニレベル、歩いて10分以内にある）

· 10万部（3ヶ月で100部×1000箇所）

内訳　コンビニ50×４業態＋飲食店50×４業態＋スーパー20×５＋駅20×５＋その他500店

5. 必要費用

1 情報誌の企画・編集費用（企画編集費、取材・撮影、ライティング、デザイン費）

1100千円×２回＝４,４００千円

2 情報誌の印刷費用

27.5円×１０万部×２回＝１１,０００千円

3 情報誌の配送費用

　　　　525円×1000箇所×２回＝２,1００千円

　８７,５００千円　

6. 期待される効果
1 府政の情報発信力の向上

2 大阪府に対する興味・関心・好感度の向上

一部当たりの発行価格　４３．７９円

1年間に２回、情報に接することでファンを獲得する費用　87．58円

以　上

＜広報課の自主媒体の強化（新規・既存）＞

	府政だより


１　現状・課題
　○現状（府政だより概要）　　

　　規　　　格：タブロイド版、４色刷、４頁または８頁

　　　　　　　　　視覚障がい者用に点字版、拡大版、テープ版

　　　　　　　　　大阪府ホームページにウェブ版を掲載

　　発行部数：約３１６万部（折込３１２万部）

　　発行回数：年８回、１１月からは第１日曜日発行（５月、８月、１０月、２月は休刊）

　　配布方法：新聞折込（毎日、朝日、読売、産経、日経）

　　　　　　　　　関係機関への配備（市区町村役場、情報プラザ、府保健所、公立図書館等）

　　　　　　　　　コンビ二への配備（ファミリーマート676店舗、デイリーヤマザキ177店舗、ローソン82店舗）

　　　　　　　　　警察への配備（各警察署・運転免許試験場）、　その他、希望者への郵送

＜平成２１年度予算状況＞

	発行月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	合計

	頁数（議会）
	8(2)
	休
	4
	4(1)
	休
	休
	4
	4(2)
	4
	4(1)
	休
	4
	36(6)

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　



　○課題

　　　平成２１年度のリニューアル（コンペ）実施にあたり、「府政だより」の課題のたな卸しを実施。

　　　　　　①「総花的・メリハリのない紙面構成」

　　　　　　②「不規則な発行（年８回）による閲読率の低下」

　　　　　　③「若年層・新聞未購読者層へ対応が不十分」

　　　　　　④「掲載ボリュームの少なさによる不十分な府政広報」　　　　　　等の課題を抽出

２　現在の取り組み

　○短期的に取り組めるものから、平成２１年度リニューアル（コンペ）を契機に現在実行

　　　・魅力ある紙面づくりのための編集方針とデザインの改善（インパクトのある紙面への変更）

　　　・折込日の工夫（第１日曜日）

　　　・新たな配布方法や情報提供の可能性検討など　

３　残された課題への対応～毎月発行のための平成22年度当初予算確保の検討～

　○不規則な発行（年8回）による閲読率の低下

　　　・これまでの予算削減と、議会だよりの関係で、発行月が不規則。結果として「いつ来るかわからない」広報紙になってしまっており、それが閲読率低下の原因になっている。

　○掲載ボリュームの少なさによる不十分な府政広報

・全庁からの掲載要望について約３割程度しか掲載できない。それゆえ、そもそも広報課にエントリーさえされずに、生かされていない情報がある。

　○その他現状の課題

・毎月発行ではないため、本来「広報紙」で伝えるべき府政の情報が適切なタイミングで伝えることができない。　　（例、５月・８月・１０月・２月開催イベントや事業等）

　　　・民間パブリシティでは取り扱ってくれる情報が限定される。

　　　　（例、御堂筋カッポや水都大阪といった大規模イベントや、府営公園などのおでかけ施設情報等、民間パブリシティにとって価値の高い情報は扱ってくれやすいが、制度周知など地味な内容は扱ってくれない）

　○他の都道府県の状況

・年１２回発行していない、都道府県（２０）もあるが、それらの都道府県は自主媒体としてテレビやラジオ広報の予算を確保している。

・大阪府では平成２０年度にテレビやラジオ広報、新聞への企画広告等を廃止し、自主媒体は「府政だより」のみ。

４　平成２２年度に向けた取り組み
　○戦略的広報活動の推進

　　　・「いくら良い商品を開発しても、ＰＲ・広告がうまくいかなければ、商品は売れない」。

それと同じで、全国初のすばらしい施策・取り組みを企画しても、府民の方に知ってもらわなければ意味がない。

　　　・府ホームページの各ウェブサイトとは当然、連動を行なう。

　　　　但し、ウェブサイトは府民が興味の内容を検索してたどり着くものであり、アプローチやリサーチの「きっかけ」となるもの（広報媒体）が必要。　　　　

　○「府政だより」のめざすべき、本来の役割

　　　「大阪府からのプッシュ広報の実現」

　　　・全庁的な広報予算が削られる中、府政情報を提供する唯一の自主媒体としての役割を果たす

　　　・パブリシティではできない、「知事の考え」や「重要な府政情報」を伝える

　　　「定期性と公平性の確保」

　　　・毎月、予定された発行日に、府政の情報が入手できることの府民への説明責任を果たす

　　　・情報弱者に対しても、情報を届ける

　　　⇒　平成２２年度以降、戦略的広報活動を進める上で、自主媒体広報紙の発行回数の増加が必要。　

５　平成２２年度の予算要求について

　○府政だより（通常号）

　　　前年どおり、年８回分（８頁１回、４頁７回）をシーリングの範囲内で要求　　【経常的経費】

	発行月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	合計

	頁数（議会）
	8(2)
	休
	4
	4(1)
	休
	4
	休
	4(2)
	4
	4(1)
	休
	4
	36(6)

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


○府政だより（特別号）

　　　年２回分（４頁２回）を新たに発行することとし、必要経費を要求　　【政策的経費】

	発行月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	合計

	頁数（議会）
	
	④
	
	
	
	
	④
	
	
	
	
	
	8(0)

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


　　・特別号では、通常の「府政だより」では提供できていない情報について、紙面を割いてしっかりと紹介。

　　　　一過性のものではなく、保存版としても、家庭での保存・活用を図る。

　　　紙面構成は、４頁のうち３頁は特集記事、１頁は情報ＢＯＸ（府政情報の定期性確保）
　　　　例　５月：平成２２年度の新たな取り組み紹介（将来ビジョン大阪の重点事業の紹介）
　　　　　　１０月：小中学生を対象とした、「子ども府政だより」
　　　　その他：

　　　　　　　　①大阪ミュージアム構想おでかけマップ（登録物めぐり、日帰りルート紹介）

　　　　　　　 ②暮らしに役立つ府の施設紹介（情報プラザや困ったときの相談窓口。おでかけ施設等。）

　　　　　　　 ③家庭でできる「エコアクション」

　　　　　　 　④防災のための日常の備え
　　　　　　 　⑤緊急情報（インフルエンザ・ＳＡＲＳ等）への対応　　　　　　　等
　


６　「府政だより」の発行回数増行による効果

○定期的な発行による閲読率の上昇

・毎月第一日曜日に、定期的に「府政だより」が届くことにより、府民にとっての期待性・関心度が高まり、閲読率が上昇する。

○掲載可能量の増加による府政広報の充実（量と質の向上）

　　・府民に伝えることができる情報量が増加する。（量の向上）

　　・今まで各部局からエントリーされずにいた情報についても、各部局から積極的にエントリーされるこ

　　　とで、幅広い選択肢の中から情報を選定し、発信することによって情報の質が向上する。（質の向

　　　上）

○適切なタイミングでの広報が可能

　　・毎月の発行にあわせて、府政情報の内容に応じた適切かつ効果的なタイミングでの広報が可能と

　　　なる。

○「府政だより」そのものの価値・魅力の向上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　府民文化部長マニュフェストの達成！
　　　☆府政だよりの閲読率（H20：75％⇒H21：80％）　

　　　☆府政の情報発信などに対する府民の満足度の向上

　　　　　（例）●府政情報発信に対して満足している府民の割合（７０％）　　
　　　　　　　　●府政の事業に対して興味・関心を抱いている府民の割合（７０％）　
　
＜広報課の自主媒体の強化（新規・既存）＞

	府メールマガジン「維新通信」広報事業


１．　現状の課題

・　配信開始時（H20.2）　８，７８１人⇒第86号（H21.10.28）　１７，９２２人

（就任当事は急激に増加したが、最近はその伸び率は緩やかに⇒てこ入れが必要）
※部局マニフェストでの目標

H21年度末：30,000人、H22年度末：50,000人、H21年度末：100,000人

２．　現状の取り組み

・新企画（「知事メールをもらって」「秘書のつぶやき」）
・他府県メルマガ、民間メルマガとの記事交換

・登録営業活動

・プレゼント企画

・携帯版メルマガの創設（本年中）
３．　目的と方向性

知事の府政に対する考えや・思い、府の最新の取組みを分りやすく紹介することにより、府政への理解を深め、協力者を増やすためのメールマガジンの登録者拡大を図り、その効果を倍増させる。

・「維新通信」を読んで「府政への関心が高まった」

高まった　４８．８％　　やや高まった４３．９％

（H21.5.27メルマガ読者アンケート）

４．　事業の内容
（１）メール広告・ホームページ広告

パソコン、携帯を活用している方に強く訴えるため、メール・インターネットを活用した広告を実施することにより、登録者を増やす。
①メール広告（210,000円）


②ホームページ広告（131,250円）


（２）メルマガ認知度・効果検証費（100,000円）

「維新通信」の認知度、登録の経緯、読んだ後の行動等について民間調査会社に委託し、検証を行うことで改善につなげる。

＜質問項目＞

・認知度

・登録したい媒体かどうか

・登録したくない理由

・何を見て登録したか

・内容は興味が持てるか

・読んだ後行動につながったか　　など
要求合計　４４１，２５０円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４２千円
	但し、上記の事業の財源としては、メールマガジンの広告収入

（6,300円×１枠×５０回＝315,000）を当てることとする。


５．　効果

★予想登録者数

広告数×クリック率×コンバーション率＝予想登録者数

20,000通×７％×３０％＝４２０人（●●メール）

50,000回表示×７％×３０％＝１０５０人（●●サイト）

計１４７０人

クリック率・・・・・広告を見てそのサイトを訪問する率

アドワーズ広告の平均クリック率（プレミアムポジション）７％

コンバーション率・・サイトを訪れた方が登録したり、商品を購入する率

米オンラインショップのコンバーション率４．９％（トップは１６．３％）

（物販ではないため３０％に設定）


＜企業媒体とのタイアップ・関係づくり＞

	外部媒体との連携を図るため広報および連携費


1. 現状の課題

· パブリシティ活動のための広報活動を行っているが、無料でのお願いベースであり、結果が確約されておらず、無料での依頼にも限界がある。（というよりは、本気で相手にされていない。）

2. 現状の取り組み

· コミュニティ紙へのパブリシティ活動

3. 目的と方向性

· より効果的に府民に広報するため、より効果的な方法についてのコンペ提案を実施し、予算以上の効果が発揮される広報枠を確保する。

· 広告の出稿のほか、コミュニティ紙記者との懇話会を実施し、コミュニティ紙との距離感を縮めることで、より無料パブリシティの掲載率を高める。

4. 事業の内容

1 大阪府の重点広報事項の集約をし、広告代理店へのコンペ提案を募集し、広告を出稿する。

2 媒体社との記者懇談会を実施する。（年3回）

5. 必要費用

・外部媒体への広告制作・企画費用　　　　　　　　　5250千円

・プロポーザルのコンペにかかる審査員費用　　　　　60千円

・記者懇話会　プレゼン提案資料（4回）　　　　　　　 100千円

　　　５,４１０千円　

6. 提案事例
プロポーザル提案を受けるため、予算を一定額に定め、その範囲での提案を受ける形とする。

提案事例　※現実的には提案により、より魅力的な案を採用する。

　　　　　　　　　また、１媒体社にしぼらず、ABCの部分的な組み合わせもありうる。

A) コミュニティ紙の場合

通常広告枠　　　　　半２段×６エリア＝７２０千円　×　７回＝５０４０千円

　　　これらに付加して、無料の広告枠の提案

プラス提案枠　　　　半２段×６エリア＝７２０千円　×　２回＝１４４０千円

　　　発行部数　８４万部×９回＝７５６万部　　　１部あたり、０．８円

B) 新聞広告の場合

通常広告枠　　　　　５段　×２回＝　２６８５千円×２回＝５２１７千円

これらに付加して、無料の記事タイアップ広告の提案

10段の記事広告枠　　10段　　５２１７千円を無料掲載

発行部数８０万部×２回＝１６０万部

C) 車内吊り

車内吊り　　　　　　　　　Ｂ３サイズ×３日＝８２２千円×５回＝４１１０千円

制作費　　　　　　　　　　　２００千円×５種　　　　　　　　　　　＝１０００千円

プラス提案枠　　　　　窓枠広告枠　　５００千円×２回　　　　＝１０００千円

7. 期待できる効果
1 府政の情報発信力の向上

2 効率的・効果的な広報活動経費

以　上
＜職員の広報スキルの育成＞

	職員の広報マインド・スキルアップ


1. 現状の課題

· 広報課スタッフが、通常ローテーションで異動しているため、「広報業務の知識・経験」や「広報に関する人脈」を十分に身につけておらず、庁内において、頼られる存在になっていない。したがって、広報の情報が集まってこない。また、相談を受けるメンバーに偏りがある。

· 部局側組織の広報業務に対する意識が低く、広報課のアドバイスが生かされる業務の流れになっていない。（本来であれば、当初の全体の事業設計の中で、どのように広報するかという広報計画が検討され、位置づけられるべきであるが、それらがなされていない。）
2. 現状の取り組み

· 広報グループ内でのミーティングでの勉強会の実施（随時）

· 広報課主催の広報研修の実施

3. 目的と方向性

· 庁内組織において、広報業務の重要性に対する理解を深めること。また、各スタッフの広報業務に関するスキルとマインドを高めること。

· 各部局での広報の成功事例を紹介し、それらの知識・経験を有効的に共有化すること。

· 広報課のスタッフが、専門的な知識と広報に関する人脈を身につけ、全庁的なアドバイザーになること。

4. 事業の内容

1 広報セミナーの開催（庁内スタッフ向け）

· 必要なテーマを設定し、庁内スタッフ向けに広報セミナーを開催することで、広報スキルやマインドを向上させる。

· 年５回程度　　５０名参加　　合計２５０名

· セミナーテーマ例＝「事業プランニングの発想」「効果的な情報発信アイデア」など

2 広報事例勉強会および専門家による指導

· 各部局が作成した広報物および広報手段について、事例発表会をおこなう。それらに対して、外部専門家からの指導コメントを行うことにより、広報に関する成功事例を共有化するとともに改善をおこなっていく。

· 年１回

3 広報課スタッフの外部セミナーの参加

· 広報課スタッフが、外部の広報セミナーに参加し、広報の専門的知識を身につけるとともに、広報業務における人脈を増やすことで、より幅広い広報業務をおこなっていく。

· 広報課メンバー８名×１～２回程度

· セミナー例＝「広報スタッフ育成セミナー」など

5. 必要費用

4 広報セミナーの講師への謝礼

23000円（11000円×2時間＋交通費1000円）×５回＝１１５千円

5 事例研究会への外部専門家への謝礼

45000円（11000円×4時間＋交通費1000円）×1回＝４５千円

6 広報セミナー参加費

　　　　３００００円×９名×１回＝２７０千円

　合計４３０千円　

6. 期待される効果
7 全庁的な職員の広報マインド・スキル向上による広報制作物のレベル向上

以　上

仮に年間１４７０人に郵送で府政情報を届けようとすると・・・


　　　　１４７０人×８０円×５０週＝５，８８０，０００円





＜メール広告・ホームページ広告必要経費　３４１，２５０円＞





想定される手法　●●サイト


政治、行政に関心の高い方が見られる、●●サイトに広告を掲載することにより、登録者を増やす。


掲載期間：１週間・５万インプレッション（表示回数）保障


掲載期間：１週間・５万インプレッション（表示回数）保障





想定される手法　●●メール


・3,000通から配信可能（￥１０円／通）


・男女、居住地、職業、興味ジャンルから送付者の属性指定可能











○２回発行分（４頁２回）　


【政策的経費】


　●要求額＜本体･障害版＞


　　　　　44,406千円


　　内訳　特定財源8,400千円


　　　　　 一般財源36,006千円（前年比＋36,006千円）


　●広告（特定財源）　　8枠　　8,400千円





○８回発行分（８頁１回・４頁７回）　


【経常的経費】


　●要求額＜本体･障害版＞


　　　　　193,374千円


　　内訳　特定財源37,800千円


　　　　　 一般財源155,574千円（前年比▲4,999千円）


　●広告（特定財源）　　36枠　　37,800千円





○８回発行分（８頁１回・４頁７回）　


【経常的経費】


　●要求額＜本体･障害版＞


　　　　　193,374千円


　　内訳　特定財源37,800千円


　　　　　 一般財源155,574千円（前年比▲4,999千円）


　●広告（特定財源）　　36枠　　37,800千円





○２１年度当初予算査定


　　※8回発行


　●査定額＜本体･障害版＞


　　　　　198,373千円（188,550＋9,823）


　　 内訳　特定財源　　37,800千円


　　　　　　 一般財源   160,573千円


　●広告（特定財源）　　36枠　　37,800千円








○２１年度当初予算査定


　　※8回発行


　●査定額＜本体･障害版＞


　　　　　198,373千円（188,550＋9,823）


　　 内訳　特定財源　　37,800千円


　　　　　　 一般財源   160,573千円


　●広告（特定財源）　　36枠　　37,800千円








